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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

 

回次 第112期中 第113期中 第114期中 第112期 第113期 

会計期間 

自 平成14年
  ４月１日
至 平成14年
  ９月30日

自 平成15年
  ４月１日
至 平成15年
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日
至 平成16年
  ９月30日

自 平成14年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ３月31日 

自 平成15年
  ４月１日
至 平成16年
  ３月31日

売上高 (百万円) 26,776 28,212 30,795 55,961 58,265

経常利益 (百万円) 840 1,880 3,549 3,113 3,557

中間(当期)純利益 (百万円) 1,581 1,407 2,181 2,515 2,261

純資産額 (百万円) 26,351 28,952 31,297 27,652 30,101

総資産額 (百万円) 128,805 129,636 143,952 143,520 142,676

１株当たり純資産額 (円) 265.22 287.46 315.30 274.13 302.64

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 15.77 13.97 21.97 24.81 22.24

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 20.4 22.3 21.7 19.3 21.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 3,449 4,084 4,903 8,836 8,132

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △6,666 10,031 △895 △23,563 △5,322

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 2,179 △15,473 △1,892 15,507 △4,697

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 8,173 8,422 10,105 9,909 7,834

従業員数 
〔外・平均臨時雇用者数〕

(名) 
534
〔50〕

540
〔54〕

532
〔78〕

528 
〔49〕

537
〔56〕

(注) １ 売上高には、消費税等(消費税及び地方消費税をいう。以下同じ)は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりま

せん。 
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(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

 

回次 第112期中 第113期中 第114期中 第112期 第113期 

会計期間 

自 平成14年
  ４月１日
至 平成14年
  ９月30日

自 平成15年
  ４月１日
至 平成15年
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日
至 平成16年
  ９月30日

自 平成14年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ３月31日 

自 平成15年
  ４月１日
至 平成16年
  ３月31日

売上高 (百万円) 21,934 25,101 27,557 44,575 51,816

経常利益 (百万円) 1,054 1,829 3,545 2,938 3,354

中間(当期)純利益 (百万円) 713 957 1,935 1,423 1,833

資本金 (百万円) 10,752 10,752 10,753 10,752 10,752

発行済株式総数 (株) 100,725,980 100,725,980 100,725,980 100,725,980 100,725,980

純資産額 (百万円) 20,861 22,406 24,503 21,916 23,567

総資産額 (百万円) 80,606 81,726 95,087 84,715 93,134

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) ― ― ― 6.00 8.00

自己資本比率 (％) 25.9 27.4 25.8 25.9 25.3

従業員数 (名) 134 136 141 134 138

(注) 売上高には、消費税等は含まれておりません。 
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２ 【事業の内容】 

当社グループは、当社と連結子会社38社および持分法適用会社２社で構成され、海運業、不動産業

および流通小売業の３事業を主として行っております。 

なお、当中間連結会計期間においては、各部門に係る主な事業内容に変更はなく、主要な関係会社

の異動もありません。 

 

３ 【関係会社の状況】 

(1) 当中間連結会計期間において、以下の会社が新規設立により新たに提出会社の関係会社となって

おります。 

 

関係内容 

名称 住所 
資本金 
(百万円) 

主要な
事業 
の内容 

議決権の
所有割合
(％) 

議決権の
被所有
割合 
(％) 
兼任役員
(人数)

資金の
援助 

営業上の取引、 
設備の賃貸借 

摘要

(連結子会社)       

Pioneer 
Navigation 
S.A. 

パナマ 10 海運業 100.00 0.00 １名 ― 
当社支配船腹の運航及び貸
渡を予定しております。 

 

(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

 

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成16年９月30日現在 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名) 

海運業 
357 
(24) 

不動産業 
123 
(18) 

流通小売業 
19 
(36) 

全社(共通) 33 

合計 
532 
(78) 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員数であります。 

３ 臨時従業員にはアルバイト及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いています。 

４ 全社(共通)として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属するも

のであります。 

 

(2) 提出会社の従業員の状況 

平成16年９月30日現在 

従業員数(名) 141 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数には、他社出向在籍者は含まれておりません。 
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(3) 労働組合の状況 

陸上従業員の労働組合は、飯野海運労働組合と称し、また、海上従業員は全日本海員組合に加入

しております。 

現在、労使間に特別の紛争等はありません。 
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第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

米国の景気は、昨年と比べると減速感が出てきたことは否めないものの、堅調な個人消費や民間

設備投資の回復持続などを背景に拡大を続けております。しかしながら、原油価格の高騰や経常赤

字の増大など、景気の先行きに対する懸念は払拭されていません。ユーロ圏の景気は、外需拡大に

より緩やかな回復が続いておりますが、雇用の改善が鈍いなど内需の回復は遅れております。イギ

リスでは、消費が引続き増加しており景気は堅調に推移しております。アジアの景気は輸出主導で

拡大基調を維持しております。中国におきましては、景気抑制策により固定資産投資は緩やかに鈍

化しましたが、輸出の増加に伴う生産の増加や国内個人消費の増加により、景気の拡大は継続して

おります。しかしながら、高水準の固定資産投資は続いており、現行の抑制策は今後も継続される

ものと思われ、中国経済が更に減速する懸念もでております。 

わが国の景気は、輸出や個人消費の堅調な拡大に支えられ回復が続いております。2004年10月１

日に公表された日銀短観(９月調査)では、大企業・製造業の業況判断D.I.が26％ポイントと前回調

査から４％ポイント改善しており、企業景況感の改善が引続き確認されております。雇用情勢も、

未だ失業率は高水準ながら改善しております。原油価格の高騰や米国・中国をはじめとした海外経

済の減速懸念などリスク要因はありますが、デフレ脱却に向け今後も景気の回復基調は継続するも

のと思われます。 

このような経済環境のもとで、当社は優位性のある事業への経営資源を集中するとともにコスト

削減による収益力の向上に全社をあげて努めました。この結果当中間連結会計期間の売上高は307億

95百万円(前年同期比9.2％増)、営業利益は39億55百万円(前年同期比29.5％増)、経常利益は35億49

百万円(前年同期比88.8％増)となりました。これに特別利益として船舶の売却による売却益49百万

円と特別修繕引当金の戻入益64百万円など１億27百万円を計上し、特別損失として販売用土地の評

価損71百万円と投資有価証券の評価損48百万円など１億29百万円を計上したため、税金等調整前中

間純利益は35億47百万円(前年同期比56.0％増)、中間純利益は21億81百万円(前年同期比55.0％増)

となりました。 

 

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

① 海運業 

米国および中国における景気の拡大が牽引力となり、海運市況は総じて好調に推移し、売上高

は大幅に増収となりました。 

部門別の内訳をみますとオイルタンカー部門は、契約のほとんどが中長期の定期貸船であるた

め、安定収益を確保することができました。また一部の船腹については、好調な市況を反映して

有利に契約更改を図ることができ、海運業収益は46億61百万円(前年同期比34.2％増)となりまし

た。 
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ケミカルタンカー部門は、中東・アジア間航路における輸送数量が増加し同地域におけるケミ

カル輸送量でトップシェアーを確保することができました。また新規航路として中東・地中海間

航路も開始し、米国船社との共同運航への投入船を増強するなど配船の多様化を図りました。船

隊につきましては、期中に30千トン型ケミカル船１隻を加えました。この結果海運業収益は71億

42百万円(前年同期比0.6％増)となりました。 

大型ガスタンカー部門は、LPG船・LNG船とも既存長期契約への投入により安定収益を確保しま

した。また、当期は昨年９月末に竣工した新造LNG船のフル稼働により海運業収益が増加しました。

なお中東出しアンモニア輸送契約の獲得に合わせ2007年竣工の中型ガス船の長期用船を決定しま

した。この結果海運業収益は37億53百万円(前年同期比36.5％増)となりました。 

小型ガスタンカー部門は、国内については、中長期契約を主体に安定収益の確保に努めました。

また期中に小型高齢船１隻を返船しましたが、代替として大型新造船の用船を開始し、船隊の若

返りと大型化を図りました。近海では、市況は期初から上昇しましたが、中長期契約投入船が多

く市況上昇の影響は限定的でした。また中国向けのケミカルガスの輸送需要拡大に対応するため、

2006年度に新造船２隻の用船を決定し船腹拡充を図ることとしました。この結果海運業収益は31

億32百万円(前年同期比0.5％減)となりました。 

貨物船部門は、木材チップ、電力向け石炭専用船に加え、ばら積み船市況が高水準で推移する

なか、数量輸送契約を有利に更改し、安定収益を確保しました。この結果海運業収益は61億94百

万円(前年同期比24.6％増)となりました。 

これらにその他海運業部門の売上高９億35百万円(前年同期比20.3％減)をくわえた結果、海運

業の売上高は258億17百万円(前年同期比14.2％増)となり、営業利益は29億18百万円(前年同期比

54.1％増)となりました。 

 

② 不動産業 

東京都内の賃貸ビル市況は、大型ビルには明るさが見えてきましたが、中小ビルは依然として

厳しい市況状況が続いています。 

当社グループの賃貸ビル部門につきましては、期中にテナント企業の合理化・再編成による退

室もありましたが、オフィス環境の整備やきめ細かなサービスの提供に努めたほか、立地特性を

活かした積極的な営業活動を行い、賃貸収益は35億14百万円(前年同期比3.9％減)となりました。 

不動産関連事業部門は、レンタル・フォトスタジオが引続き高稼働を維持したことにより、事

業収益は４億76百万円(前年同期比5.8％増)となりました。 

なお不動産戸建販売事業につきましては、事業採算の見直し等により前期をもちまして撤退し

ております(前年同期売上高５億11百万円)。 

これらの結果、不動産業の売上高は39億90百万円(前年同期比13.6％減)となり、営業利益は10

億31百万円(前年同期比11.3％減)となりました。 

 

③ 流通小売業 

石油小売業部門は、原油価格の高騰を受けガソリンの仕入れ値が急上昇し、契約顧客等に対し

ては販売価格への転嫁が追い付かない状況も見られましたが、コスト削減等に努めました。 

これらの結果、流通小売業の売上高は10億90百万円(前年同期比4.0％増)となり、営業利益は６

百万円(前年同期営業損失１百万円)となりました。 

 



ファイル名:020_0037100501612.doc 更新日時:2004/12/15 23:36 印刷日時:04/12/15 23:36 

― 8 ― 

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、税金等調整前中間純利益35億

47百万円(前年同期比12億74百万円増)、減価償却費29億４百万円(前年同期比３億10百万円減)、法

人税等の支払額９億65百万円等により49億３百万円のプラス(前年同期比８億19百万円増)となりま

した。 

「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、船舶およびビル取得による投資支出56億57百万円、

投資有価証券の取得による支出２億68百万円に対し、船舶等の売却による収入48億92百万円があり、

その他もあわせ８億95百万円のマイナス(前年同期比109億26百万円減)となりました。 

「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、長短借入金の純増額９億21百万円、社債の発行によ

る収入10億円、社債の償還による支出30億円、自己株式の取得による支出19百万円があり、配当金

の支払額７億94百万円をあわせ18億92百万円のマイナス(前年同期比135億81百万円増)となりました。 

以上の結果「現金及び現金同等物の中間期末残高」は、101億５百万円(前年同期比16億83百万円

増)となりました。 
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２ 【生産、受注及び販売の状況】 

この項目は「業績等の概要」の記載に含めて記載しております。 

 

３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

 

４ 【経営上の重要な契約等】 

記載すべき事項はありません。 

 

５ 【研究開発活動】 

記載すべき事項はありません。 
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第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

重要な設備の新設につき、前連結会計年度末において計画中で当中間連結会計期間に完了したもの

および新規に連結の範囲に含めた子会社において当中間連結会計期間に完了したものは以下のとおり

であります。 

 

事業の種類別 
セグメントの名称 

設備の内容 隻数(隻) 完了(竣工)時期 
増加能力 

(載貨重量屯数K/T) 

海運業 LPG船 1 平成16年６月 1,406

 

また、当中間連結会計期間において、売却した主要な設備の内容は以下のとおりであります。 

 

事業の種類別 
セグメントの名称 

設備の内容 隻数(隻) 
載貨重量屯数 
(K/T) 

前連結会計年度末帳簿価額
(百万円) 

海運業 ケミカルタンカー 2 92,683 4,779

 

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

前連結会計年度末での計画に当中間連結会計期間において新たに策定したものを加えた、当中間連

結会計期間末における重要な設備の新設計画は以下のとおりであります。なお、除却等については重

要な変更はありません。 

 

投資予定金額 着手及び完了予定 
事業の種類別 
セグメントの 
名称 

設備の内容 
総額 
(百万円) 

既支払額 
(百万円) 

資金調達 
方法 着手 

(起工) 
完了 
(竣工) 

完成後の
増加能力
(載貨重
量屯数
(K/T))

海運業 船舶 20,484 170
自己資金 
及び借入金

平成17年１月 平成20年４月 118,300
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第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 398,300,000

計 398,300,000

(注) 「株式の消却が行われた場合は、これに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めております。 

 

② 【発行済株式】 

 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成16年９月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 
(平成16年12月20日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 100,725,980 109,725,980

札幌証券取引所 
東京証券取引所 
(市場第一部) 
大阪証券取引所 
(市場第一部) 
名古屋証券取引所
(市場第一部) 
福岡証券取引所 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 100,725,980 109,725,980 ― ― 

(注) 平成16年12月９日を払込期日とする一般募集による増資により、9,000,000株増加いたしました。 

 

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 
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(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
 
(百万円) 

資本金残高
 
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成16年４月１日～ 
平成16年９月30日 

― 100,725 ― 10,753 ― 3,894

 

(4) 【大株主の状況】 

平成16年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

ザ バンク オブ ニユーヨーク 
トリーテイー ジヤスデツク ア
カウント 

GLOBAL CUSTODY,32ND FLOOR ONE WALL 
STREET NEWYORK NY 10286 U.S.A. 
(常任代理人 ㈱東京三菱銀行) 
(東京都千代田区丸の内２－７－１) 

8,325 8.26

川崎汽船株式会社 港区西新橋１－２－９ 5,940 5.89

東京海上火災保険株式会社 千代田区丸の内１－２－１ 5,118 5.08

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー 
505008 

BOSTON MASSACHUSETTS 02101 U.S.A. 
(常任代理人 
㈱みずほコーポレート銀行) 
(中央区日本橋兜町６－７) 

5,096 5.05

株式会社みずほコーポレート銀
行 

中央区晴海１－８－12 晴海アイランド
トリトンスクエアオフイスタワーZ棟
常任代理人 資産管理サービス信託銀行
株式会社 

4,796 4.76

三井物産株式会社 

中央区晴海１－８－12 晴海アイランド
トリトンスクエアオフイスタワーZ棟
常任代理人 資産管理サービス信託銀行
株式会社 

4,200 4.16

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口) 

中央区晴海１－８－11 3,622 3.59

株式会社損害保険ジヤパン 新宿区西新宿１－26－１ 3,060 3.03

飯野海運取引先持株会 千代田区内幸町２－１－１ 2,878 2.85

株式会社アイ・エイチ・アイマ
リンユナイテツド 

港区海岸３－22－23 2,692 2.67

計 ― 45,728 45.39

(注) １ 所有株式数は、千株未満を四捨五入しております。 

２ 上記信託銀行の所有株式数は、信託業務に係る株式を含んでおりません。 

 



ファイル名:040_0037100501612.doc 更新日時:2004/12/15 23:37 印刷日時:04/12/15 23:37 

― 13 ― 

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成16年９月30日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式1,463,000

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 
98,192,000

98,182 ― 

単元未満株式 
普通株式 

1,070,980
― １単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数 100,725,980 ― ― 

総株主の議決権 ― 98,182 ― 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が10,000株(議決権10個)

含まれております。当該株式に係る議決権10個については、議決権の数の欄からは除いております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式859株が含まれております。 

 

② 【自己株式等】 

平成16年９月30日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数
(株) 

他人名義
所有株式数
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
飯野海運㈱ 

東京都千代田区内幸町 
二丁目１番１号 

1,463,000 ― 1,463,000 1.45

計 ― 1,463,000 ― 1,463,000 1.45

 

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 

月別 平成16年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 493 465 480 525 592 596

最低(円) 443 374 429 455 491 530

(注) 株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

 

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までに役員の異動はありません。 
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第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「海運企業財務諸表準則」(昭和29年運輸省告示第431号、平成11年

運輸省告示第175号)及び「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大

蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成15年４月１日から平成15年９月30日まで)は、改正前の中間連結

財務諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)は、改

正後の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

ただし、当中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)は、「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令

第５号)附則第３項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則を適用しております。 

 

(2) 当社の中間財務諸表は、「海運企業財務諸表準則」(昭和29年運輸省告示第431号、平成11年運輸

省告示第175号)及び「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令

第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成15年４月１日から平成15年９月30日まで)は改正前の中間財務諸表等

規則に基づき、当中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)は改正後の中間財務

諸表等規則に基づいて作成しております。 

ただし、当中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)は、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５

号)附則第３項のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則を適用しております。 

 

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(自 平成15年４月１日 至 

平成15年９月30日)及び前中間会計期間(自 平成15年４月１日 至 平成15年９月30日)並びに当中間

連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)及び当中間会計期間(自 平成16年４月

１日 至 平成16年９月30日)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、中央青山監査法人の中

間監査を受けております。 
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１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結損益計算書】 

 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高   28,212 100.0 30,795 100.0  58,265 100.0

Ⅱ 売上原価   22,616 80.2 24,134 78.4  47,368 81.3

売上総利益   5,596 19.8 6,661 21.6  10,897 18.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1  2,542 9.0 2,706 8.8  4,962 8.5

営業利益   3,054 10.8 3,955 12.8  5,935 10.2

Ⅳ 営業外収益    

(1) 受取利息  34 24 61 

(2) 受取配当金  104 146 149 

(3) 投資事業収益  ― 416 ― 

(4) 為替差益  ― 217 ― 

(5) 持分法による 
  投資利益 

 27 53 49 

(6) その他  31 196 0.7 126 982 3.2 280 539 0.9

Ⅴ 営業外費用    

(1) 支払利息  1,004 1,337 2,374 

(2) 為替差損  106 ― 228 

(3) アレンジメント 
  フィー 

 225 ― ― 

(4) その他  35 1,370 4.8 51 1,388 4.5 315 2,917 5.0

経常利益   1,880 6.7 3,549 11.5  3,557 6.1

Ⅵ 特別利益    

(1) 固定資産売却益 ※2 1,287 59 1,312 

(2) 特別修繕引当金 
  戻入益 

 2 64 ― 

(3) 貸倒引当金戻入益  3 4 9 

(4) その他  ― 1,292 4.6 ― 127 0.4 2 1,323 2.3

Ⅶ 特別損失    

(1) 固定資産売却損 ※3 6 3 111 

(2) 固定資産除却損 ※4 1 1 15 

(3) 販売用不動産評価損  ― 71 ― 

(4) 投資有価証券評価損  ― 48 ― 

(5) 金利スワップ解約損  697 ― 704 

(6) 貸倒損失  102 ― 173 

(7) 関係会社株式評価損  30 ― ― 

(8) 関係会社整理損  ― ― 132 

(9) その他  63 899 3.2 6 129 0.4 44 1,179 2.0

税金等調整前中間 
(当期)純利益 

  2,273 8.1 3,547 11.5  3,701 6.4

法人税、住民税及び 
事業税 

※5 1,023 1,567 1,548 

法人税等調整額 ※5 △147 876 3.1 △210 1,357 4.4 △41 1,507 2.6

少数株主利益 
(△損失) 

  △10 △0.0 9 0.0  △67 △0.1

中間(当期)純利益   1,407 5.0 2,181 7.1  2,261 3.9
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② 【中間連結剰余金計算書】 

 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日
至 平成15年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)    

Ⅰ 資本剰余金期首残高  3,939 4,086  3,939

Ⅱ 資本剰余金増加高    

１ 自己株式処分差益  ― ― ― ― 147 147

Ⅲ 資本剰余金中間期末 
(期末)残高 

 3,939 4,086  4,086

    

(利益剰余金の部)    

Ⅰ 利益剰余金期首残高  12,840 14,453  12,840

Ⅱ 利益剰余金増加高    

１ 中間(当期)純利益  1,407 1,407 2,181 2,181 2,261 2,261

Ⅲ 利益剰余金減少高    

１ 配当金  604 794  604 

２ 役員賞与  40 50  40 

３ 連結子会社増加に伴う 
利益剰余金減少高 

 0 1  1 

４ 連結子会社減少に伴う 
利益剰余金減少高 

 ― 644 ― 845 3 648

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
(期末)残高 

 13,603 15,789  14,453
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③ 【中間連結貸借対照表】 

 

  
前中間連結会計期間末 
(平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

前連結会計年度 
(平成16年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

(1) 現金及び預金   5,923 5,956  5,585

(2) 受取手形及び売掛金   3,466 3,523  3,795

(3) たな卸資産   1,311 1,163  1,265

(4) 繰延及び前払費用   1,003 1,065  1,018

(5) その他   5,969 6,352  4,033

(6) 貸倒引当金   △79 △8  △12

流動資産合計   17,593 13.6 18,051 12.5  15,684 11.0

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産 ※1   

(1) 船舶 ※2  58,420 56,465  58,118

(2) 建物及び構築物 ※2  10,001 9,365  9,717

(3) 土地 ※2  22,446 39,046  39,105

(4) 建設仮勘定   4,789 2,300  1,832

(5) その他   278 311  298

有形固定資産合計   95,934 74.0 107,487 74.7  109,070 76.5

２ 無形固定資産    

(1) 電話加入権   11 9  9

(2) その他   337 590  620

無形固定資産合計   348 0.3 599 0.4  629 0.4

３ 投資その他の資産    

(1) 投資有価証券 ※2  10,728 12,236  12,211

(2) 長期貸付金   442 216  204

(3) その他 ※2  4,760 5,487  5,002

(4) 貸倒引当金   △169 △124  △124

投資その他の 
資産合計 

  15,761 12.1 17,815 12.4  17,293 12.1

固定資産合計   112,043 86.4 125,901 87.5  126,992 89.0

資産合計   129,636 100.0 143,952 100.0  142,676 100.0
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前中間連結会計期間末 
(平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

前連結会計年度 
(平成16年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

(1) 買掛金 ※2  2,936 3,447  3,104

(2) １年内償還の社債 ※2  3,000 ―  3,000

(3) 短期借入金 ※2  15,873 16,215  29,495

(4) 未払費用   556 506  472

(5) 未払法人税等   1,023 1,540  944

(6) 前受金   1,194 1,471  1,510

(7) 賞与引当金   265 281  281

(8) その他   848 941  1,068

流動負債合計   25,695 19.8 24,401 17.0  39,874 28.0

Ⅱ 固定負債    

(1) 社債   1,500 2,500  1,500

(2) 長期借入金 ※2  64,665 76,639  61,021

(3) 退職給付引当金   1,669 1,761  1,727

(4) 役員退職慰労引当金   587 366  638

(5) 特別修繕引当金   403 343  485

(6) 受入敷金保証金   4,373 4,131  4,391

(7) その他   1,871 2,630  3,064

固定負債合計   75,068 57.9 88,370 61.4  72,826 51.0

負債合計   100,763 77.7 112,771 78.4  112,700 79.0

    

(少数株主持分)    

少数株主持分   △79 △0.0 △116 △0.1  △125 △0.1

    

(資本の部)    

Ⅰ 資本金   10,753 8.3 10,753 7.5  10,753 7.5

Ⅱ 資本剰余金   3,939 3.0 4,086 2.8  4,086 2.9

Ⅲ 利益剰余金   13,603 10.5 15,789 11.0  14,453 10.1

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

  659 0.5 1,096 0.7  1,217 0.9

Ⅴ 自己株式   △2 △0.0 △427 △0.3  △408 △0.3

資本合計   28,952 22.3 31,297 21.7  30,101 21.1

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

  129,636 100.0 143,952 100.0  142,676 100.0
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④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日
至 平成15年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税金等調整前中間(当期) 
純利益 

 2,273 3,547 3,701

減価償却費  3,214 2,904 6,195

受取利息及び受取配当金  △138 △170 △211

支払利息  1,004 1,337 2,374

有形・無形固定資産売却益  △1,287 △59 △1,312

金利スワップ解約損  697 ― 704

退職給付引当金の増減額 
(△は減少) 

 △84 34 △26

役員退職慰労引当金の 
増減額(△は減少) 

 38 △272 89

投資有価証券評価損  ― 48 ―

その他  △26 △320 △14

小計  5,691 7,049 11,500

利息及び配当金の受取額  140 181 212

利息の支払額  △1,047 △1,362 △2,275

法人税等の支払額  △700 △965 △1,305

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 4,084 4,903 8,132

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

有形・無形固定資産の 
取得による支出 

 △7,016 △5,657 △24,227

有形・無形固定資産の 
売却による収入 

 17,378 4,892 18,036

投資有価証券の 
取得による支出 

 △417 △268 △996

その他  86 138 1,865

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 10,031 △895 △5,322
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前中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日
至 平成15年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

短期借入金の純増減額 
(△は減少) 

 ― △14,397 ―

短期借入れによる収入  7,660 ― 27,520

短期借入金の返済による 
支出 

 △7,658 ― △13,555

長期借入れによる収入  5,906 19,360 9,643

長期借入金の返済による 
支出 

 △20,079 △4,042 △26,736

金利スワップ解約 
による支出 

 △697 ― △704

社債の発行による収入  ― 1,000 ―

社債の償還による支出  ― △3,000 ―

自己株式の売却による収入  ― ― 1,028

自己株式の取得による支出  △1 △19 △1,289

配当金の支払額  △604 △794 △604

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △15,473 △1,892 △4,697

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 △135 51 △198

Ⅴ 現金及び現金同等物 
の増減額 

 △1,493 2,167 △2,085

Ⅵ 現金及び現金同等物 
の期首残高 

 9,909 7,834 9,909

Ⅶ 連結の範囲の変更に伴う現金 
及び現金同等物の増加額 

 6 104 10

Ⅷ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 8,422 10,105 7,834

   
 
 



ファイル名:080_0037100501612.doc 更新日時:2004/12/15 23:41 印刷日時:04/12/15 23:41 

― 21 ― 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

Ⅰ 連結の範囲に関す

る事項 

(1) 連結子会社の数35社。

  主要な連結子会社の名

称は、 

  Lodestar  Navigation 

S.A. 

  イイノマリンサービス

㈱ 

  であります。 

  新規連結子会社５社

(Aurora Maritime 

S.A.、KP Lines S.A.、

JP Lines S.A. 、 Wish 

Lines S.A. 、 Fortune 

Panama S.A.)について

は、新設又は実質営業活

動の開始により新たに連

結の範囲に含めました。

(1) 連結子会社の数38社。

  主要な連結子会社の名

称は、 

  Lodestar  Navigation 

S.A. 

  イイノマリンサービス

㈱ 

  であります。 

  新規連結子会社２社

(Serpent's Mouth  

 Carriers S.A.  Pioneer 

Navigation S.A.)につい

ては、新設又は実質営業

活動の開始により新たに

連結の範囲に含めまし

た。 

(1) 連結子会社の数36社。

  主要な連結子会社の名

称は、「第１企業の概

況」の４ 関係会社の状

況に記載しているため、

省略しております。 

  新規連結子会社７社

(日本液化ガス輸送㈱、

Aurora Maritime S.A.、

KP Lines S.A. 、 JP 

Lines S.A.、Wish Lines 

S.A. 、 Fortune Panama 

S.A. 、 Dragon's Mouth 

Carriers S.A.)について

は、新設又は実質営業活

動の開始により新たに連

結の範囲に含めました。

  Vostok Shipping S.A.

は、会社を清算したため

連結の範囲から除外とな

りました。 

 (2) 子 会 社のうち Iino 

Lines (U.S.A.) Inc．ほ

かは連結の範囲に含めら

れておりません。 

  非連結子会社はいずれ

も小規模であり、総資

産、売上高、中間純損益

のうち持分に見合う額及

び利益剰余金等のうち持

分に見合う額のそれぞれ

の合計額は中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼ

しておりません。 

(2)    同左 
 

(2) 子 会 社のうち Iino 

Lines(U.S.A.) Inc．ほ

かは連結の範囲に含めら

れておりません。 

  非連結子会社はいずれ

も小規模であり、総資

産、売上高、当期純損益

のうち持分に見合う額及

び利益剰余金のうち持分

に見合う額等のそれぞれ

は連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしておりませ

ん。 

Ⅱ 持分法の適用に関

する事項 

(1) 持分法を適用した関連

会社は次の２社でありま

す。 

  飯野港運㈱ 

  Jipro Shipping S.A. 

(1)    同左 (1)    同左 

 (2) 持分法を非適用とした

子会社Iino Lines  

(U.S.A.) Inc．ほか及び

関連会社合同船舶工業㈱

ほかは、いずれも小規模

であり、中間純損益のう

ち持分に見合う額及び利

益剰余金等のうち持分に

見合う額のそれぞれの合

計額は、中間連結財務諸

表に重要な影響を及ぼし

ておりません。 

(2)    同左 
 

(2) 持分法を非適用とした

子会社Iino Lines  

(U.S.A.) Inc．ほか及び

関連会社合同船舶工業㈱

ほかは、いずれも小規模

であり、当期純損益のう

ち持分に見合う額及び利

益剰余金のうち持分に見

合う額等のそれぞれは、

連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしておりませ

ん。 
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項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

Ⅲ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項 

 連結子会社のうち、

Taranaki Shipping S.A.他

４社の中間決算日は６月30

日であり、同日現在の中間

財務諸表を使用しておりま

すが、中間連結決算日との

間に発生した重要な取引に

ついては、連結上必要な調

整を行っております。 

同左  連結子会社のうち、

Taranaki Shipping S.A.他

３社の決算日は12月31日で

あり、同日現在の決算財務

諸表を使用しております

が、連結決算日との間に発

生した重要な取引について

は、連結上必要な調整を行

っております。 

 また、Methane Navigati

on S.A.は決算日を12月31

日から３月31日に変更した

ため、当連結会計年度に合

算された月数は15ヶ月分と

なっております。 

Ⅳ 会計処理基準に関

する事項 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 (イ)有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    中間連結決算日の

市場価格等に基づく

時価法によっており

ます(評価差額は全

部資本直入法により

処理し、売却原価は

移動平均法により算

定)。 

   時価のないもの 

    株式：移動平均法

による原価

法によって

おります。

    債券：移動平均法

による原価

法又は償却

原価法によ

っておりま

す。 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 (イ)有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

   時価のないもの 

同左 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 (イ)有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    連結決算期末日の

市場価格等に基づく

時価法によっており

ます(評価差額は全

部資本直入法により

処理し、売却原価は

移動平均法により算

定)。 

   時価のないもの 

同左 

  (ロ)たな卸資産 

   販売用不動産は個別

法による原価法であ

り、その他は先入先出

法による原価法によっ

ております。 

 (ロ)たな卸資産 

同左 

 (ロ)たな卸資産 

同左 

  (ハ)デリバティブ 

   時価法によっており

ます。 

 (ハ)デリバティブ 

同左 

 (ハ)デリバティブ 

同左 
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項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

 (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

  船舶については定額法

を採用しております。 

  また、船舶以外の有形

固定資産は定率法を採用

しております。 

  ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物

(建物附属設備を除く。)

については、定額法を採

用しております。 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

同左 

 (3) 繰延資産の処理方法 

  社債発行費 

――――― 

(3) 繰延資産の処理方法 

  社債発行費 

   支出時に全額費用と

して処理しておりま

す。 

(3) 繰延資産の処理方法 

  社債発行費 

――――― 

 (4) 重要な引当金の計上基

準 

 (イ)貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一

般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権に

ついては、個別に回収

可能性を検討し、回収

不能見込額を計上して

おります。 

(4) 重要な引当金の計上基

準 

 (イ)貸倒引当金 

同左 

(4) 重要な引当金の計上基

準 

 (イ)貸倒引当金 

同左 

  (ロ)賞与引当金 

   従業員の賞与の支給

に充てるため、将来の

支給見込額のうち当中

間連結会計期間の負担

額を計上しておりま

す。 

 (ロ)賞与引当金 

同左 

 (ロ)賞与引当金 

   従業員の賞与の支給

に備えるため将来の支

給見込額のうち当連結

会計年度の負担額を計

上しております。 

  (ハ)退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため、当中間連

結会計期間末における

退職給付債務及び年金

資産額に基づき、当中

間連結会計期間末にお

いて発生していると認

められる額を計上して

おります。 

 (ハ)退職給付引当金 

同左 

 (ハ)退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

額に基づき計上してお

ります。 

  (ニ)役員退職慰労引当金

   役員の退職慰労金の

支給に充てるため、内

規に基づく中間連結会

計期間末要支給額を計

上しております。 

 (ニ)役員退職慰労引当金

同左 

 (ニ)役員退職慰労引当金

   役員の退職慰労金の

支給に充てるため、内

規に基づく当連結会計

年度末要支給額を計上

しております。 
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項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

  (ホ)特別修繕引当金 

   船舶の定期検査費用

の支出に備えるため、

将来の修繕見積額に基

づき計上しておりま

す。 

 (ホ)特別修繕引当金 

同左 

 (ホ)特別修繕引当金 

同左 

 (5) 重要なリース取引の処

理方法 

  リ一ス物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっております。

(5) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

(5) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

 (6) 重要なヘッジ会計の方

法 

 (イ)ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理を採

用しております。な

お、金利スワップにつ

いては特例処理の要件

を満たしている場合は

特例処理を採用してお

ります。 

(6) 重要なヘッジ会計の方

法 

 (イ)ヘッジ会計の方法 

同左 

(6) 重要なヘッジ会計の方

法 

 (イ)ヘッジ会計の方法 

同左 

  (ロ)ヘッジ手段とヘッジ

対象 

ヘッジ 
手段 
 ヘッジ対象

金利 
スワップ 

 借入金利息

外貨建 
金銭債務 

 
外貨建予定
取引の為替
変動リスク

 

 (ロ)ヘッジ手段とヘッジ

対象 

ヘッジ
手段 
ヘッジ対象

同左 同左 

 

 (ロ)ヘッジ手段とヘッジ

対象 

ヘッジ 
手段 
 ヘッジ対象

同左  同左 

 

  (ハ)ヘッジ方針 

   金利関連のデリバテ

ィブ取引においては、

借入金金利をヘッジし

将来の支払利息を確定

させるための取引であ

り、実質的に固定金利

建借入金と同じ効果を

得るためにのみ行って

おります。 

 (ハ)ヘッジ方針 

同左 

 (ハ)ヘッジ方針 

同左 

  (ニ)ヘッジの有効性評価

の方法 

   ヘッジ対象とヘッジ

手段のキャッシュ・フ

ロー変動額の累計を比

較し、両者の変動額等

を基礎にして判断して

おります。 

 (ニ)ヘッジの有効性評価

の方法 

同左 

 (ニ)ヘッジの有効性評価

の方法 

同左 

 



ファイル名:080_0037100501612.doc 更新日時:2004/12/15 23:41 印刷日時:04/12/15 23:41 

― 25 ― 

 

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

 (7) 海運業収益及び海運業

費用の計上基準 

  航海の経過日数に基づ

いて収益及び費用を計上

する航海日割基準を採用

しております。 

(7) 海運業収益及び海運業

費用の計上基準 

同左 

(7) 海運業収益及び海運業

費用の計上基準 

同左 

 (8) 支払利息の処理方法 

  支払利息については、

原則として発生時の費用

処理としておりますが、

長期かつ金額の重要な事

業用資産で、一定の条件

に該当するものに限っ

て、建造期間中の支払利

息を事業用資産の取得価

額に算入しております。

(8) 支払利息の処理方法 

同左 

(8) 支払利息の処理方法 

同左 

 (9) 消費税等 

  消費税等の会計処理は

税抜方式を採用しており

ます。 

(9) 消費税等 

同左 

(9) 消費税等 

同左 

Ⅴ 中間連結(連結)キ

ャッシュ・フロー

計算書における資

金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、

手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなります。

同左  連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短

期投資からなります。 

 

表示方法の変更 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

―――――  (中間連結キャッシュ・フロー計算書) 

 財務活動によるキャッシュ・フローの「短期借入金

の純増減額」は、前中間連結会計期間および前連結会

計年度は「短期借入れによる収入」および「短期借入

金の返済による支出」として表示しておりましたが、

期間が短く、かつ回転が速い項目として明瞭に表示す

るため、当中間連結会計期間より「短期借入金の純増

減額」として表示しております。 

 なお、当中間連結会計期間における「短期借入れに

よる収入」は18,926百万円、「短期借入金の返済によ

る支出」は△33,323百万円であります。 
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追加情報 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

―――――  (販売用不動産) 

 当中間連結会計期間において、土

地の一部について保有目的を変更

し、56百万円を有形固定資産から販

売用不動産に振替えております。 

――――― 

 

注記事項 

(中間連結損益計算書関係) 

 

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

※1 販売費及び一般管

理費のうち主要な

もの 

役員報酬及び 
従業員給与 

1,049百万円

役員退職慰労 
引当金繰入額 

48百万円

賞与引当金 
繰入額 

176百万円

退職給付引当 
金繰入額 

29百万円

業務委託料 297百万円

減価償却費 16百万円
 

役員報酬及び
従業員給与 

992百万円

役員退職慰労
引当金繰入額

48百万円

賞与引当金 
繰入額 

202百万円

退職給付引当
金繰入額 

97百万円

業務委託料 383百万円

 
 

役員報酬及び 
従業員給与 

2,006百万円

賞与引当金 
繰入額 

186百万円

退職給付引当
金繰入額 

55百万円

役員退職慰労 
引当金繰入額 

99百万円

業務委託料 642百万円

減価償却費 61百万円
 

※2 固定資産売却益の

うち主要なもの 

船舶 1,013百万円

土地 274百万円
 

船舶 49百万円

土地・建物 10百万円
 

船舶 1,037百万円

土地 275百万円
 

※3 固定資産売却損の

うち主要なもの 

船舶 6百万円
 

船舶 3百万円
 

土地 103百万円
 

※4 固定資産除却損 建物及び構築物 1百万円
 

建物他 1百万円
 

建物及び構築物 15百万円
 

※5 税金費用 中間連結会計期間に係る納

付税額及び法人税等調整額

は、当連結会計年度におい

て予定している利益処分に

よる特別償却準備金の取崩

しを前提として、中間連結

会計期間に係る金額を計算

しております。 

同左 ――――― 
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(中間連結貸借対照表関係) 
 

項目 
前中間連結会計期間末 
(平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成16年３月31日) 

※1 有形固定資産の減

価償却累計額 

 

34,593百万円

 

38,377百万円

 

36,040百万円

※2 担保に供した資産  下記資産(イ)74,270百万
円は下記債務(ロ)64,058百
万円の担保に供しておりま
す。 

(イ)担保に供した資産 

種類 
中間連結 
会計期間末
簿価(百万円)

船舶 56,514

建物 5,491

土地 11,582

投資有価 
証券 

620

差入保証金 63

計 74,270
 

 下記資産(イ)68,979百万
円は下記債務(ロ)56,374百
万円の担保に供しておりま
す。 

(イ)担保に供した資産 

種類 
中間連結 
会計期間末
簿価(百万円)

船舶 51,729

建物 5,116

土地 11,582

投資有価 
証券 

547

差入保証金 5

計 68,979
 

 下記資産(イ)70,611百万
円は下記債務(ロ)56,576百
万円の担保に供しておりま
す。 

(イ)担保に供した資産 

種類 
連結会計 
期間末簿価
(百万円) 

船舶 52,928

建物 5,366

土地 11,582

投資有価 
証券 

672

差入保証金 63

計 70,611
 

 (ロ)担保権設定の原因とな

っている債務 

債務区分 
中間連結 
会計期間末
残高(百万円)

買掛金 93

短期借入金 245

１年内返済 
の長期借入 
金 

9,342

１年内償還 
の社債 

3,000

長期借入金 51,378

計 64,058
 

(ロ)担保権設定の原因とな

っている債務 

債務区分
中間連結 
会計期間末
残高(百万円)

買掛金 95

短期借入金 ―

１年内返済
の長期借入
金 

7,022

１年内償還
の社債 

―

長期借入金 49,257

計 56,374
 

(ロ)担保権設定の原因とな

っている債務 

債務区分 
連結会計 
期間末残高
(百万円) 

買掛金 95

短期借入金 50

１年内返済 
の長期借入 
金 

7,093

１年内償還 
の社債 

3,000

長期借入金 46,338

計 56,576
 

 3 偶発債務 (1) 保証債務  (百万円)
Jipro 
Shipping  
S. A. 

設備
資金
1,168

Central  
Tanker S.A. 

〃 1,145

諸口(２件) 
運転
資金
他 
138

合計  2,451
 

(1) 保証債務  (百万円)
Jipro 
Shipping  
S. A. 

設備
資金
1,061

Central  
Tanker S.A.

〃 965

諸口(２件)
運転
資金
他 
52

合計  2,078
 

(1) 保証債務  (百万円)
Jipro 
Shipping  
S. A. 

設備
資金
1,115

Central  
Tanker S.A. 

〃 1,050

㈱ジャスト
スポット 

運転
資金
他 
94

合計  2,259
 

 (2) 連帯債務 

他の連帯 
債務者 

連帯債務額の
うち他の連帯
債務者負担
(百万円) 

㈱商船三井 
設備 
資金 
41,156

日本郵船㈱ 〃 48,074

川崎汽船㈱ 〃 15,988

合計  105,218
 

(2) 連帯債務 

他の連帯
債務者 

連帯債務額の
うち他の連帯
債務者負担
(百万円) 

㈱商船三井
設備
資金
35,046

日本郵船㈱ 〃 41,149

川崎汽船㈱ 〃 13,707

合計  89,902
 

(2) 連帯債務 

他の連帯 
債務者 

連帯債務額の
うち他の連帯
債務者負担
(百万円) 

㈱商船三井 
設備 
資金 
36,324

日本郵船㈱ 〃 42,444

川崎汽船㈱ 〃 14,117

合計  92,885
 

  なお、連帯債務額のうち
当社負担額は、中間連結貸
借対照表項目のうち、長期
借入金及び短期借入金に計
上しております。 

同左  なお、連帯債務額のうち
当社負担額は、連結貸借対
照表項目のうち、長期借入
金及び１年内返済の長期借
入金に計上しております。
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

 現金及び現金同等物の中間連結会

計期間末残高と中間連結貸借対照表

に掲載されている科目の金額との関

係 

現金及び預金勘定 5,923百万円

預入期間が３ヶ月 
を越える定期預金 

△460百万円

有価証券勘定及び 
その他勘定に含ま 
れる現金同等物 

2,959百万円

現金及び現金 
同等物 

8,422百万円

  

 現金及び現金同等物の中間連結会

計期間末残高と中間連結貸借対照表

に掲載されている科目の金額との関

係 

現金及び預金勘定 5,956百万円

預入期間が３ヶ月
を越える定期預金

△331百万円

有価証券勘定及び
その他勘定に含ま
れる現金同等物 

4,480百万円

現金及び現金 
同等物 

10,105百万円
 

 現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲載されている科

目の金額との関係 

 

現金及び預金勘定 5,585百万円

預入期間が３ヶ月 
を越える定期預金 

△370百万円

有価証券勘定及び 
その他勘定に含ま 
れる現金同等物 

2,619百万円

現金及び現金 
同等物 

7,834百万円
 

 

(リース取引関係) 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

  重要性がないため記載を省略し

ております。 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

  重要性がないため記載を省略し

ております。 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

 １年内 2,320百万円

 １年超 7,500百万円

 合計 9,820百万円
 

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料 

 １年内 2,288百万円

 １年超 5,212百万円

 合計 7,500百万円
 

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料 

 １年内 2,303百万円

 １年超 6,353百万円

 合計 8,656百万円
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(有価証券関係) 

(1) その他有価証券で時価のあるもの 

 

前中間連結会計期間末 
(平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成16年３月31日) 

区分 
取得原価 
(百万円) 

中間連結 
貸借対照表 
計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円)

取得原価
(百万円)

中間連結
貸借対照表
計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

取得原価 
(百万円) 

連結 
貸借対照表
計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円)

(1) 株式 2,276 3,375 1,099 2,418 4,198 1,780 2,280 4,282 2,002

(2) 債券     

 ① 国債・ 
   地方債等 

― ― ― 10 10 0 10 10 ―

 ② その他 401 406 5 401 406 5 401 407 6

(3) その他 10 10 0 10 10 0 10 10 0

計 2,687 3,791 1,104 2,839 4,624 1,785 2,701 4,709 2,008

 

(2) 時価のない主な「有価証券」 

 

内容 
前中間連結会計期間末 
(平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成16年３月31日) 

 その他有価証券 
中間連結貸借 
対照表計上額 
(百万円) 

中間連結貸借 
対照表計上額 
(百万円) 

連結貸借 
対照表計上額 
(百万円) 

(1) 非上場株式(店頭売買 
株式を除く) 

2,024 2,627 2,573

(2) 非上場優先出資証券 4,100 4,100 4,100

計 6,124 6,727 6,673
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(デリバティブ取引関係) 

１ 通貨関連 

 

前中間連結会計期間末 
(平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成16年３月31日) 

区分 種類 
契約額等 
(百万円) 

時価 
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

時価 
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

評価損益
(百万円)

為替予約取引 
 売建 

   市場取引 
以外の 
取引  米ドル ― ― ― 1,001 991 10 ― ― ―

合計 ― ― ― 1,001 991 10 ― ― ―

(注) １ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

２ 時価は先物為替相場によっております。 

 

２ 金利関連 

 

前中間連結会計期間末 
(平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成16年３月31日) 

区分 種類 
契約額等 
(百万円) 

時価 
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

時価 
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

評価損益
(百万円)

金利スワップ 
取引 

   

 受取固定・ 
 支払変動 

― ― ― ― ― ― ― ― ―
市場取引 
以外の 
取引 

 受取変動・ 
 支払固定 

888 △142 △142 745 △94 △94 791 △123 △123

合計 888 △142 △142 745 △94 △94 791 △123 △123

(注) １ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

２ 時価は取引金融機関等から提示された価格等に基づき算定されております。 
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成15年４月１日 至 平成15年９月30日) 
 

 
海運業 
(百万円) 

不動産業 
(百万円) 

流通小売業
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高   

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

22,610 4,593 1,009 28,212 ― 28,212

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― 25 39 64 (64) ―

計 22,610 4,618 1,048 28,276 (64) 28,212

営業費用 20,717 3,456 1,049 25,222 (64) 25,158

営業利益又は損失(△) 1,893 1,162 △1 3,054 ― 3,054

(注) １ 事業区分の方法 
当社の事業区分の方法は、日本標準産業分類を基準として、海運業、不動産業及び流通小売業にセグメ
ンテーションしております。 
２ 各事業区分の事業内容 

 

事業区分 事業の内容 

海運業 
外航貨物運送、内航貨物運送、船舶貸渡、船舶代理、海運業に付帯する一切
の業務 

不動産業 
不動産の所有、売買、仲介、賃貸、管理、建築の設計管理、施工及びフォ
ト・スタジオ施設の運営 

流通小売業 ガソリン等の石油類販売 

 

当中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 
 

 
海運業 
(百万円) 

不動産業 
(百万円) 

流通小売業
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高   

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

25,817 3,969 1,009 30,795 ― 30,795

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― 21 81 102 (102) ―

計 25,817 3,990 1,090 30,897 (102) 30,795

営業費用 22,899 2,959 1,084 26,942 (102) 26,840

営業利益 2,918 1,031 6 3,955 ― 3,955

(注) １ 事業区分の方法 
当社の事業区分の方法は、日本標準産業分類を基準として、海運業、不動産業及び流通小売業にセグメ
ンテーションしております。 
２ 各事業区分の事業内容 

 

事業区分 事業の内容 

海運業 
外航貨物運送、内航貨物運送、船舶貸渡、船舶代理、海運業に付帯する一切
の業務 

不動産業 
不動産の所有、売買、仲介、賃貸、管理、建築の設計管理、施工及びフォ
ト・スタジオ施設の運営 

流通小売業 ガソリン等の石油類販売 
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前連結会計年度(自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日) 
 

 
海運業 
(百万円) 

不動産業 
(百万円) 

流通小売業
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高   

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

47,651 8,666 1,948 58,265 ― 58,265

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― 49 76 125 (125) ―

計 47,651 8,715 2,024 58,390 (125) 58,265

営業費用 44,019 6,412 2,024 52,455 (125) 52,330

営業利益又は損失(△) 3,632 2,303 △0 5,935 ― 5,935

(注) １ 事業区分の方法 

当社の事業区分の方法は、日本標準産業分類を基準として、海運業、不動産業及び流通小売業にセグメ

ンテーションしております。 

２ 各事業区分の事業内容 
 

事業区分 事業の内容 

海運業 
外航貨物運送、内航貨物運送、船舶貸渡、船舶代理、海運業に付帯する一切
の業務 

不動産業 
不動産の所有、売買、仲介、賃貸、管理、建築の設計管理、施工及びフォ
ト・スタジオ施設の運営 

流通小売業 ガソリン等の石油類販売 

 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成15年４月１日 至 平成15年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計に占める在外子会社の割合がいずれも10％未満のため、所在地別セ

グメント情報の記載を省略しております。 

 

当中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計に占める在外子会社の割合がいずれも10％未満のため、所在地別セ

グメント情報の記載を省略しております。 

 

前連結会計年度(自 平成15年４月１日  至 平成16年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計に占める在外子会社の割合がいずれも10％未満のため、所在地別セ

グメント情報の記載を省略しております。 
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【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成15年４月１日 至 平成15年９月30日) 
 

 北米 中近東 
アジア・ 
オセアニア 

その他の地域 連結 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 1,579 7,812 5,599 3,324 18,314

Ⅱ 連結売上高(百万円)  28,212

Ⅲ 海外売上高の連結 
売上高に占める割合(％) 

5.6 27.7 19.8 11.8 64.9

(注) １ 海外売上高は、親会社及び本国に所在する連結子会社の外航海運売上高並びに本国以外の国に所在する

連結子会社の売上高の合計額(セグメント間の内部売上高を除く。)であります。 

２ 国または地域の区分は地理的近接度によっております。 

３ 各区分に属する地域の内訳は以下のとおりであります。 

(1) 北米………………………米国、カナダ 

(2) 中近東……………………サウジアラビア、オマーン 他 

(3) アジア・オセアニア……豪州、マレーシア、インドネシア、インド 他 

(4) その他の地域……………欧州、アフリカ 他 

 

当中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 
 

 北米 中近東 
アジア・ 
オセアニア 

その他の地域 連結 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 1,233 10,596 6,507 4,494 22,830

Ⅱ 連結売上高(百万円)  30,795

Ⅲ 海外売上高の連結 
売上高に占める割合(％) 

4.0 34.4 21.1 14.6 74.1

(注) １ 海外売上高は、親会社及び本国に所在する連結子会社の外航海運売上高並びに本国以外の国に所在する

連結子会社の売上高の合計額(セグメント間の内部売上高を除く。)であります。 

２ 国または地域の区分は地理的近接度によっております。 

３ 各区分に属する地域の内訳は以下のとおりであります。 

(1) 北米………………………米国、カナダ 

(2) 中近東……………………サウジアラビア、オマーン 他 

(3) アジア・オセアニア……豪州、マレーシア、インドネシア、インド 他 

(4) その他の地域……………欧州、アフリカ 他 

 

前連結会計年度(自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日) 
 

 北米 中近東 
アジア・ 
オセアニア 

その他の地域 連結 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 2,980 20,172 10,970 7,248 41,370

Ⅱ 連結売上高(百万円)  58,265

Ⅲ 海外売上高の連結 
売上高に占める割合(％) 

5.1 34.6 18.8 12.5 71.0

(注) １ 海外売上高は、親会社及び本国に所在する連結子会社の外航海運売上高並びに本国以外の国に所在する

連結子会社の売上高の合計額(セグメント間の内部売上高を除く。)であります。 

２ 国または地域の区分は地理的近接度によっております。 

３ 各区分に属する地域の内訳は以下のとおりであります。 

(1) 北米………………………米国、カナダ 

(2) 中近東……………………サウジアラビア、オマーン 他 

(3) アジア・オセアニア……豪州、マレーシア、インドネシア、インド 他 

(4) その他の地域……………欧州、アフリカ 他 
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(１株当たり情報) 

 

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日)

１株当たり純資産額 287.46円 315.30円 302.64円 

１株当たり中間(当期)純利益 13.97円 21.97円 22.24円 

潜在株式調整後 

１株当たり中間(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜

在株式が存在しないため記

載しておりません。 

同左 潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜

在株式が存在しないため記

載しておりません。 

(注) １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日
至 平成15年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日)

中間(当期)純利益 

(百万円) 
1,407 2,181 2,261

普通株主に帰属しない 

金額 (百万円) 
― ― 50

(うち利益処分による 

役員賞与金) 
(―) (―) (50)

普通株式に係る中間 

(当期)純利益 (百万円) 
1,407 2,181 2,211

期中平均株式数(千株) 100,722 99,285 99,427
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(重要な後発事象) 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

――――― １ 公募による新株式発行 

  平成16年11月19日開催の当社取

締役会において公募増資による新

株式発行(一般募集)を決議してお

り、平成16年12月９日までに払込

が行われました。その概要は以下

のとおりであります。 

 (1) 募集の方法 

   ブックビルディング方式によ

る一般募集 

 (2) 発行する株式の種類及び数 

普通株式 9,000,000株

   (新株式発行後の発行済株式数

109,725,980株)

 (3) 発行価額 

１株につき 451円97銭

 (4) 資本組入額 

１株につき 226円

 (5) 発行価額の総額 

 4,068百万円

 (6) 資本組入額の総額 

 2,034百万円

(増資後の資本金 

12,787百万円)

 (7) 申込期日 

平成16年12月６日 

 (8) 払込期日 

平成16年12月９日 

 (9) 新株の配当起算日 

平成16年10月１日 

 (10) 資金の使途 

発行価額の総額4,068百万円

全額を、今後の海運業および不

動産業における収益性が見込ま

れる分野への設備投資に充当

し、収益基盤の拡大を図る予定

であります。 

――――― 
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前中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

――――― ２ 第三者割当増資 

  平成16年11月19日開催の当社取

締役会において決議された公募増

資による新株発行(一般募集)に関

連し、一般募集の主幹事会社であ

るみずほ証券株式会社が、当社株

主から1,350,000株を上限として

借入れる当社普通株式の売出し

(以下「オーバーアロットメント

による売出し」)を行うこととし

ております。 

  同日の取締役会では、このオー

バーアロットメントによる売出し

に関連して、みずほ証券株式会社

を 割 当 先 と す る 当 社 株 式

1,350,000株の第三者割当増資を

行うことを決議いたしました。 

  なお、売出人であるみずほ証券

株式会社が安定操作取引で買付け

た株式を当社株主より賃借する株

式の返却へ充当する場合及びシン

ジケートカバー取引が行われた場

合には、その株数に応じて当該第

三者割当増資を行う株式数が減少

又は当該第三者割当増資が中止さ

れることがあります。 

  なお、本件第三者割当増資の新

株発行条件は以下のとおりであり

ます。 

 (1) 割当先 

   みずほ証券株式会社 

 (2) 発行する株式の種類及び数

(上限) 

普通株式 1,350,000株

 (3) 発行価額 

１株につき 451円97銭

 (4) 発行価額の総数(上限) 

 610百万円

 (5) 資本組入額 

１株につき 226円

 (6) 申込期日 

平成16年12月27日 

 (7) 払込期日 

平成16年12月28日 

 (8) 配当起算日 

平成16年10月１日 

 (9) 資金使途 

   今後の海運業および不動産業

における収益性が見込まれる分

野への設備投資に充当し、収益

基盤の拡大を図る予定でありま

す。 

――――― 
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(2) 【その他】 

該当事項はありません。 
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２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間損益計算書】 

 

  
前中間会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

Ⅰ 海運業収益   20,874 100.0 24,002 100.0  43,913 100.0

Ⅱ 海運業費用 ※１  18,473 88.5 20,517 85.5  39,534 90.0

海運業利益   2,400 11.5 3,485 14.5  4,378 10.0

Ⅲ 不動産業収益   4,227 20.2 3,555 14.8  7,903 18.0

Ⅳ 不動産業費用 ※１  2,864 13.7 2,210 9.2  5,178 11.8

不動産業利益   1,362 6.5 1,345 5.6  2,725 6.2

Ⅴ 販売費及び一般管理費 ※１  1,365 6.5 1,616 6.7  2,812 6.4

営業利益   2,397 11.5 3,214 13.4  4,291 9.8

Ⅵ 営業外収益 ※２  403 1.9 911 3.8  716 1.6

Ⅶ 営業外費用 ※３  971 4.6 580 2.4  1,652 3.8

経常利益   1,829 8.8 3,545 14.8  3,354 7.6

Ⅷ 特別利益 ※４  85 0.4 39 0.1  87 0.2

Ⅸ 特別損失 ※５  246 1.2 321 1.3  335 0.7

税引前中間(当期) 
純利益 

  1,668 8.0 3,263 13.6  3,106 7.1

法人税、住民税 
及び事業税 

※６  978 4.7 1,492 6.2  1,417

法人税等調整額 ※６  △267 △1.3 △164 △0.7  △144

中間(当期)純利益   957 4.6 1,935 8.1  1,833 4.2

前期繰越利益   3,995 4,976  3,995

子会社株式消却損   362 ―  362

中間(当期)未処分利益   4,590 6,911  5,466
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② 【中間貸借対照表】 

 

  
前中間会計期間末 

(平成15年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成16年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

現金・預金   2,529 2,772  2,501

海運業未収金   1,920 2,195  2,229

不動産業未収金   213 233  243

短期貸付金   6,473 6,626  4,755

販売用不動産   448 584  448

貯蔵品   598 497  572

その他   3,013 2,747  2,386

貸倒引当金   △74 △2  △8

流動資産合計   15,124 18.5 15,652 16.5  13,128 14.1

Ⅱ 固定資産    

有形固定資産    

船舶 
※１
※２

 16,455 14,667  15,568

建物 
※１
※２

 9,815 9,204  9,552

土地 ※２  17,240 33,495  33,899

建設仮勘定   3,335 692  ―

その他 ※１  201 215  202

 小計   47,049 57.6 58,273 61.3  59,222 63.6

無形固定資産   8 0.0 256 0.2  284 0.3

投資その他の資産    

投資有価証券 ※２  12,999 14,238  14,246

長期貸付金   2,837 2,371  2,204

その他   3,879 4,421  4,173

貸倒引当金   △171 △124  △125

 小計   19,544 23.9 20,906 22.0  20,498 22.0

固定資産合計   66,602 81.5 79,435 83.5  80,005 85.9

資産合計   81,726 100.0 95,087 100.0  93,134 100.0
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前中間会計期間末 

(平成15年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成16年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

海運業未払金   1,266 1,308  1,261

不動産業未払金   183 316  224

１年内償還予定 
の社債 

※２  3,000 ―  3,000

短期借入金 ※２  12,702 12,921  26,177

未払法人税等   974 1,462  840

賞与引当金   176 185  197

その他 ※３  2,179 2,490  2,571

流動負債合計   20,483 25.1 18,682 19.6  34,273 36.8

Ⅱ 固定負債    

社債   1,500 2,500  1,500

長期借入金 ※２  30,791 42,799  26,545

退職給付引当金   1,031 1,061  1,053

役員退職慰労引当金   496 260  537

特別修繕引当金   152 82  177

受入敷金保証金   4,436 4,182  4,443

その他   428 1,018  1,034

固定負債合計   38,836 47.5 51,902 54.6  35,293 37.9

負債合計   59,320 72.6 70,584 74.2  69,566 74.7

(資本の部)    

Ⅰ 資本金   10,752 13.1 10,753 11.3  10,752 11.5

Ⅱ 資本剰余金    

資本準備金   3,894 3,894  3,894

その他資本剰余金   45 192  192

資本剰余金合計   3,939 4.8 4,086 4.3  4,086 4.4

Ⅲ 利益剰余金    

利益準備金   1,125 1,125  1,125

任意積立金   1,372 1,018  1,372

中間(当期)未処分 
利益 

  4,590 6,911  5,466

利益剰余金合計   7,087 8.7 9,054 9.5  7,963 8.5

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

  628 0.8 1,037 1.1  1,172 1.3

Ⅴ 自己株式   △1 △0.0 △427 △0.4  △407 △0.4

資本合計   22,406 27.4 24,503 25.8  23,567 25.3

負債・資本合計   81,726 100.0 95,087 100.0  93,134 100.0

    

 



ファイル名:110_a_0037100501612.doc 更新日時:2004/12/15 23:43 印刷日時:04/12/15 23:44 

― 41 ― 

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

１ 有価証券の評価基

準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株

式 

 移動平均法による原価法

によっております。 

子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

 その他有価証券 

 時価のあるもの 

  中間決算日の市場価格

等に基づく時価法によっ

ております(評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定)。 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

  決算期末日の市場価格

等に基づく時価法によっ

ております(評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定)。 

  時価のないもの 

  株式：移動平均法によ

る原価法によっ

ております。 

  債券：移動平均法によ

る原価法又は償

却原価法によっ

ております。 

 時価のないもの 

同左 

 時価のないもの 

同左 

２ たな卸資産の評価

基準及び評価方法 

 (貯蔵品) 

 先入先出法による原価法

によっております。 

 (貯蔵品) 

同左 

 (貯蔵品) 

同左 

  (販売用不動産) 

 個別法による原価法によ

っております。 

 (販売用不動産) 

同左 

 (販売用不動産) 

同左 

３ デリバティブ取引

の評価基準及び評価

方法 

時価法によっております。 同左 同左 

４ 有形固定資産の減

価償却の方法 

 船舶は定額法、その他の

有形固定資産は定率法によ

っております。ただし、平

成10年４月１日以降に取得

した建物(建物付属設備を

除く。)については、定額

法を採用しております。 

同左 同左 

５ 繰延資産の処理方

法 

(社債発行費) 
――――― 

(社債発行費) 

 支出時に全額費用として

処理しております。 

(社債発行費) 
――――― 

６ 引当金の計上基準 (貸倒引当金) 

 債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については、個別に回

収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しておりま

す。 

(貸倒引当金) 

同左 

(貸倒引当金) 

同左 

 (賞与引当金) 

 従業員の賞与の支給に充

てるため、将来の支給見込

額のうち当中間会計期間負

担額を計上しております。

(賞与引当金) 

同左 

(賞与引当金) 

 従業員の賞与の支給に備

えるため、将来の支給見込

額のうち当期の負担額を計

上しております。 
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項目 
前中間会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

 (退職給付引当金) 

 従業員の退職給付に備え

るため、当中間会計期間末

における退職給付債務及び

年金資産額に基づき、当中

間会計期間末において発生

していると認められる額を

計上しております。 

(退職給付引当金) 

同左 

(退職給付引当金) 

 従業員の退職給付に備え

るため、当期末における退

職給付債務及び年金資産額

に基づき計上しておりま

す。 

 (役員退職慰労引当金) 

 役員の退職慰労金の支給

に充てるため、内規に基づ

く中間会計期間末要支給額

を計上しております。 

(役員退職慰労引当金) 

同左 

(役員退職慰労引当金) 

 役員の退職慰労金の支給

に充てるため、内規に基づ

く当期末要支給額を計上し

ております。 

 (特別修繕引当金) 

 船舶の定期検査を受ける

ための修繕費の支出に備え

るため、将来の修繕見積額

に基づき計上しておりま

す。 

(特別修繕引当金) 

同左 

(特別修繕引当金) 

同左 

７ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。 

同左 同左 

８ ヘッジ会計の方法 １ ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理を採用

しております。なお、金

利スワップについては特

例処理の要件を満たして

いる場合は特例処理を採

用しております。 

１ ヘッジ会計の方法 

同左 

１ ヘッジ会計の方法 

同左 

 ２ ヘッジ手段とヘッジ対

象 

ヘッジ 
手段 
 ヘッジ対象

金利 
スワップ 

 借入金利息

外貨建 
金銭債務 

 

外貨建 
予定取引 
の為替変動
リスク 

 

２ ヘッジ手段とヘッジ対

象 

ヘッジ
手段 
ヘッジ対象

同左 同左 

 

２ ヘッジ手段とヘッジ対

象 

ヘッジ 
手段 
 ヘッジ対象

同左  同左 

 

 ３ ヘッジ方針 

  金利関連のデリバティ

ブ取引においては、借入

金金利をヘッジし将来の

支払利息を確定させるた

めの取引であり、実質的

に固定金利建借入金と同

じ効果を得るためにのみ

行っております。 

３ ヘッジ方針 

同左 

３ ヘッジ方針 

同左 
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項目 
前中間会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

 ４ 有効性評価の方法 

  ヘッジ対象とヘッジ手

段のキャッシュ・フロー

変動額の累計を比較し、

両者の変動額等を基礎に

して判断しております。

４ 有効性評価の方法 

同左 

４ 有効性評価の方法 

同左 

９ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成の

ための基本となる重

要な事項 

１ 消費税等 

  消費税及び地方消費税

の会計処理は税抜方式を

採用しております。 

１ 消費税等 

同左 

１ 消費税等 

同左 

 

追加情報 

 

前中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

―――――  (販売用不動産) 

 当中間会計期間において、土地の

一部について保有目的を変更し、

401百万円有形固定資産から販売用

不動産に振替えております。 

――――― 
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注記事項 

(中間損益計算書関係) 

 

項目 
前中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

※１ 減価償却実施額 

    有形固定資産 1,387百万円 1,345百万円 2,788百万円

    無形固定資産 0百万円 30百万円 26百万円

※２ 営業外収益のうち 

   主なもの 

受取利息 64百万円 45百万円 113百万円

有価証券利息 2百万円 2百万円 4百万円

受取配当金 324百万円 155百万円 364百万円

投資事業収益 ―百万円 416百万円 ―百万円

為替差益 ―百万円 153百万円 ―百万円

※３ 営業外費用のうち 

   主なもの 

支払利息 567百万円 526百万円 1,069百万円

社債利息 44百万円 14百万円 89百万円

為替差損 99百万円 ―百万円 180百万円

アレンジメント 
フィー 

225百万円 ―百万円 245百万円

※４ 特別利益のうち 

   主なもの 

固定資産売却益 
(船舶) 

―百万円 20百万円 ―百万円

固定資産売却益 
(土地・建物) 

43百万円 10百万円 43百万円

貸倒引当金戻入額 42百万円 9百万円 43百万円

※５ 特別損失のうち 

   主なもの 

固定資産売却損 50百万円 ―百万円 153百万円

貸倒引当金繰入額 102百万円 ―百万円 ―百万円

販売用不動産 
評価損 

―百万円 265百万円 ―百万円

投資有価証券 
評価損 

―百万円 48百万円 ―百万円

関係会社 
株式評価損 

30百万円 ―百万円 ―百万円

関係会社整理損 ―百万円 ―百万円 131百万円

固定資産除却損 1百万円 1百万円 8百万円

※６ 税金費用 中間会計期間に係る納付税額及

び法人税等調整額は当事業年度

において予定している利益処分

による特別償却準備金の取崩し

を前提として、中間会計期間に

係る金額を計算しております。 

同左 ――――― 
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(中間貸借対照表関係) 

 

項目 
前中間会計期間末 
(平成15年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

前事業年度末 
(平成16年３月31日) 

※１ 有形固定資産の

減価償却累計額 

船舶 9,937百万円

建物 12,277百万円

その他の 
有形固定 
資産 

705百万円

計 22,920百万円
 

船舶 11,545百万円

建物 13,106百万円

その他の 
有形固定 
資産 

734百万円

計 25,385百万円
 

船舶 10,834百万円

建物 12,694百万円

その他の 
有形固定 
資産 

719百万円

計 24,249百万円
 

※２ 担保に供した資

産 

 下記資産(イ)26,734百万

円は下記債務(ロ)27,245百

万円の担保に供しておりま

す。 

(イ)担保に供した資産 

種類 
中間会計
期末簿価
(百万円)

船舶 16,412

建物 5,490

土地 4,300

投資有価証券 531

計 26,734
 

 下記資産(イ)24,615百万

円は下記債務(ロ)23,286百

万円の担保に供しておりま

す。 

(イ)担保に供した資産 

種類 
中間会計
期末簿価
(百万円)

船舶 14,652

建物 5,116

土地 4,300

投資有価証券 547

計 24,615
 

 下記資産(イ)25,770百万

円は下記債務(ロ)22,681百

万円の担保に供しておりま

す。 

(イ)担保に供した資産 

種類 
期末簿価
(百万円)

船舶 15,537

建物 5,365

土地 4,300

投資有価証券 567

計 25,770
 

 (ロ)担保権設定の原因とな

っている債務 

債務区分 
中間会計
期末残高
(百万円)

１年内返済の 
長期借入金 

6,750

長期借入金 17,494

１年内償還 
予定の社債 

3,000

計 27,245
 

(ロ)担保権設定の原因とな

っている債務 

債務区分 
中間会計
期末残高
(百万円)

１年内返済の
長期借入金 

4,733

長期借入金 18,553

計 23,286
 

(ロ)担保権設定の原因とな

っている債務 

債務区分 
期末残高
(百万円)

１年内返済の 
長期借入金 

4,825

長期借入金 14,855

１年内償還の 
社債 

3,000

計 22,681
 

※３ 消費税等の取扱

い 

 仮払消費税等及び仮受消

費税等は、相殺のうえ、金

額的重要性が乏しいため、

流動負債の「その他」に含

めて表示しております。 

同左 ――――― 
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項目 
前中間会計期間末 
(平成15年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

前事業年度末 
(平成16年３月31日) 

 ４ 偶発債務 

 

(1) 保証債務 

会社名 用途 (百万円)

Jipro  
Shipping S.A. 

設備
資金
1,167

Lodestar 
Navigation S.A. 

〃 383

光マリン㈱ 〃 681

Nestor Lines 
 S.A. 

〃 6,629

Taranaki 
Shipping S.A. 

〃 721

Superior Chip  
Carriers S.A. 

〃 1,890

El Dorado 
Carriers S.A. 

〃 468

Pacific Bulk 
Navigation S.A. 

〃 3,263

Atleta  
Maritime S.A. 

〃 2,401

Central  
Tankers S.A. 

〃 1,145

Methan 
Navigation S.A. 

〃 19,721

諸口(４件) 
設備
資金
他 

640

合計  39,113
 

(1) 保証債務 

会社名 用途 (百万円)

Jipro  
Shipping S.A. 

設備
資金
1,062

光マリン㈱ 〃 856

Nestor Lines 
 S.A. 

〃 6,096

Taranaki 
Shipping S.A. 

〃 618

Superior Chip 
Carriers S.A. 

〃 1,723

El Dorado 
Carriers S.A. 

〃 421

Pacific Bulk 
Navigation S.A.

〃 2,985

Atleta  
Maritime S.A. 

〃 2,164

Central  
Tankers S.A. 

〃 965

Methan 
Navigation S.A.

〃 18,852

Aurora 
Maritime S.A. 

〃 1,528

Dragon's Mouth
Carriers S.A. 

〃 716

Fortune 
Panama S.A. 

〃 620

諸口(４件) 
設備
資金
他 

507

合計  39,113
 

(1) 保証債務 

会社名 用途 (百万円)

Jipro  
Shipping S.A. 

設備
資金
1,114

光マリン㈱ 〃 922

Taranaki  
Shipping S.A. 

〃 669

Superior Chip 
Carriers S.A. 

〃 1,806

El Dorado  
Carriers S.A. 

〃 444

Pacific Bulk 
Navigation S.A. 

〃 3,124

Atleta  
Maritime S.A. 

〃 2,253

Central  
Tankers S.A. 

〃 1,049

Methane  
Navigation S.A. 

〃 18,615

Nestor  
Lines S.A. 

〃 6,362

Aurora  
Maritime S.A. 

〃 1,583

Fortune  
Panama S.A. 

〃 646

諸口(４件) 
設備
資金
他 

576

合計  39,170
 

 (2) 連帯債務 

他の 
連帯債務者 

連帯債務額の 
うち他の連帯 
債務者負担額 
(百万円) 

㈱商船三井 設備資金 41,156

日本郵船㈱ 〃 48,073

川崎汽船㈱ 〃 15,987

合計  105,217
 

(2) 連帯債務 

他の 
連帯債務者

連帯債務額の 
うち他の連帯 
債務者負担額 
(百万円) 

㈱商船三井 設備資金 35,046

日本郵船㈱ 〃 41,149

川崎汽船㈱ 〃 13,707

合計  89,902
 

(2) 連帯債務 

他の 
連帯債務者 

連帯債務者の 
うち他の連帯 
債務者負担額 
(百万円) 

㈱商船三井 設備資金 36,323

日本郵船㈱ 〃 42,444

川崎汽船㈱ 〃 14,117

合計  92,885
 

  なお、連帯債務額のうち

当社負担額は、中間貸借対

照表項目のうち、長期借入

金及び短期借入金に計上し

ております。 

同左  なお、連帯債務額のうち

当社負担額は、貸借対照表

項目のうち、長期借入金及

び短期借入金に計上してお

ります。 
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(リース取引関係) 

 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

１ リース物件の所有

権が借主に移転する

と認められるもの以

外のファイナンス・

リース取引 

 重要性がないため、記載

を省略しております。 

同左 同左 

２ オペレーティン

グ・リース取引 

 重要性がないため、記載

を省略しております。 

同左 同左 

 

(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成15年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

 

当中間会計期間末(平成16年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

 

前事業年度末(平成16年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

 

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 
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(重要な後発事象) 

 

前中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

――――― １ 公募による新株式発行 

  平成16年11月19日開催の取締役

会において公募増資による新株式

発行(一般募集)を決議しており、

平成16年12月９日までに払込が行

われました。その概要は以下のと

おりであります。 

 (1) 募集の方法 

   ブックビルディング方式によ

る一般募集 

 (2) 発行する株式の種類及び数 

普通株式 9,000,000株

   (新株式発行後の発行済株式数

109,725,980株)

 (3) 発行価額 

１株につき 451円97銭

 (4) 資本組入額 

１株につき 226円

 (5) 発行価額の総額 

 4,068百万円

 (6) 資本組入額の総額 

2,034百万円

(増資後の資本金 

12,787百万円)

 (7) 申込期日 

平成16年12月６日 

 (8) 払込期日 

平成16年12月９日 

 (9) 新株の配当起算日 

平成16年10月１日 

 (10) 資金の使途 

発行価額の総額4,068百万円

全額を、今後の海運業および不

動産業における収益性が見込ま

れる分野への設備投資に充当

し、収益基盤の拡大を図る予定

であります。 

――――― 
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前中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

――――― ２ 第三者割当増資 

  平成16年11月19日開催の取締役

会において決議された公募増資に

よる新株発行(一般募集)に関連

し、一般募集の主幹事会社である

みずほ証券株式会社が、当社株主

から1,350,000株を上限として借

入れる当社普通株式の売出し(以

下「オーバーアロットメントによ

る売出し」)を行うこととしてお

ります。 

  同日の取締役会では、このオー

バーアロットメントによる売出し

に関連して、みずほ証券株式会社

を 割 当 先 と す る 当 社 株 式

1,350,000株の第三者割当増資を

行うことを決議いたしました。 

  なお、売出人であるみずほ証券

株式会社が安定操作取引で買付け

た株式を当社株主より賃借する株

式の返却へ充当する場合及びシン

ジケートカバー取引が行われた場

合には、その株数に応じて当該第

三者割当増資を行う株式数が減少

又は当該第三者割当増資が中止さ

れることがあります。 

  なお、本件第三者割当増資の新

株発行条件は以下のとおりであり

ます。 

 (1) 割当先 

   みずほ証券株式会社 

 (2) 発行する株式の種類及び数

(上限) 

普通株式 1,350,000株

 (3) 発行価額 

１株につき 451円97銭

 (4) 発行価額の総数(上限) 

 610百万円

 (5) 資本組入額 

１株につき 226円

 (6) 申込期日 

平成16年12月27日 

 (7) 払込期日 

平成16年12月28日 

 (8) 配当起算日 

平成16年10月１日 

 (9) 資金使途 

   今後の海運業及び不動産業に

おける収益性が見込まれる分野

への設備投資に充当し、収益基

盤の拡大を図る予定でありま

す。 

――――― 
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(2) 【その他】 

記載すべき事項はありません。 
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第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 

(1) 
自己株券買付 
状況報告書 

報告期間 
 
自 平成16年３月１日
至 平成16年３月31日

 
平成16年４月25日 
関東財務局長に提出。 

  
 
報告期間 
 

 
自 平成16年４月１日
至 平成16年４月30日

 
 
平成16年５月６日 
関東財務局長に提出。 

  
 
報告期間 
 

 
自 平成16年５月１日
至 平成16年５月31日

 
 
平成16年６月８日 
関東財務局長に提出。 

  
 
報告期間 
 

 
自 平成16年６月１日
至 平成16年６月29日

 
 
平成16年７月６日 
関東財務局長に提出。 

 
(2) 

 
有価証券報告書 
及びその添付書類 

 
事業年度 
(第113期) 

 
自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日

 
 
平成16年６月30日 
関東財務局長に提出。 

 
(3) 

 
有価証券報告書の 
訂正報告書 

 
事業年度 
(第113期) 

 
自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日

 
 
平成16年11月11日 
関東財務局長に提出。 

 
(4) 
 
有価証券届出書 

   
 
平成16年11月19日 
関東財務局長に提出。 

 
(5) 

 
有価証券届出書の 
訂正届出書 

   
 
平成16年12月１日 
関東財務局長に提出。 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 

 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１５年１２月１８日

飯 野 海 運 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている飯野海

運株式会社の平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１５年４月１

日から平成１５年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書、

中間連結貸借対照表及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、飯野海運株式会社及び連結子会社の平成１５年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成１５年４月１日から平成１５年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

  
会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  
 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  
  代表社員関与社員 公認会計士 鈴 木 進 一 

      

  代表社員関与社員 公認会計士 藤 井 泰 博 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１５日

飯 野 海 運 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている飯野

海運株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年４月

１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、飯野海運株式会社及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

  
追記情報 

 １．重要な後発事象１に記載されているとおり、会社は平成１６年１１年１９日開催の取締役会決議に基づき、平成１

６年１２月９日を払込期日とする公募による新株式の発行を行った。 

 ２．重要な後発事象２に記載されているとおり、会社は平成１６年１１月１９日開催の取締役会において、平成１６年

１２月２８日を払込期日とするオーバーアロットメントによる株式の売出しに関連する第三者割当による新株式の

発行の決議を行った。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  
 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  
  指 定 社 員業務執行社員 

公認会計士 鈴 木 進 一 

      

  指 定 社 員業務執行社員 
公認会計士 藤 井 泰 博 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１５年１２月１８日

飯 野 海 運 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている飯野海

運株式会社の平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日までの第１１３期事業年度の中間会計期間（平成１５年４月

１日から平成１５年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間損益計算書及び中間貸借対照表について中間

監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、飯野海運株式会社の平成１５年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１５年４月

１日から平成１５年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  
会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  
  代表社員関与社員 公認会計士 鈴 木 進 一 

      

  代表社員関与社員 公認会計士 藤 井 泰 博 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１５日

飯 野 海 運 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている飯野

海運株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第１１４期事業年度の中間会計期間（平成１６年４

月１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中

間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、飯野海運株式会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月

１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  
追記情報 

 １．重要な後発事象１に記載されているとおり、会社は平成１６年１１年１９日開催の取締役会決議に基づき、平成１

６年１２月９日を払込期日とする公募による新株式の発行を行った。 

 ２．重要な後発事象２に記載されているとおり、会社は平成１６年１１月１９日開催の取締役会において、平成１６年

１２月２８日を払込期日とするオーバーアロットメントによる株式の売出しに関連する第三者割当による新株式の

発行の決議を行った。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  
 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  
  指 定 社 員業務執行社員 

公認会計士 鈴 木 進 一 

      

  指 定 社 員業務執行社員 
公認会計士 藤 井 泰 博 
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